
    (単位：百万円、％) 

令和元年度

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当初予算比 最終予算比

A B C (A-B)/B (A-C)/C

 法人県民税 19,754 19,031 19,496 3.8 1.3 

 法人事業税 128,757 125,302 127,841 2.8 0.7 

148,511 144,333 147,337 2.9 0.8 

 個人県民税 120,054 124,427 123,879 △ 3.5 △ 3.1 

内  所得割・均等割 112,443 115,425 116,941 △ 2.6 △ 3.8 

 配当割 3,415 3,786 3,542 △ 9.8 △ 3.6 

訳  株式等譲渡所得割 4,196 5,216 3,396 △ 19.6 23.6 

 利子割県民税 1,358 1,472 1,799 △ 7.7 △ 24.5 

 個人事業税 5,826 5,701 5,766 2.2 1.0 

 地方消費税 88,840 87,716 86,442 1.3 2.8 

内  譲渡割 71,265 72,714 70,807 △ 2.0 0.6 

訳  貨物割 17,575 15,002 15,635 17.2 12.4 

 不動産取得税 11,250 11,162 10,956 0.8 2.7 

 県たばこ税 3,816 3,742 3,778 2.0 1.0 

 ゴルフ場利用税 2,350 2,515 2,392 △ 6.6 △ 1.8 

 自動車取得税 3,298 6,746 6,819 △ 51.1 △ 51.6 

 軽油引取税 39,273 39,253 38,884 0.1 1.0 

 自動車税 56,141 54,647 54,265 2.7 3.5 

内 自動車税（～R1.9) 53,525 54,647 54,265 △ 2.1 △ 1.4 

環境性能割 2,151 0 0 皆増 皆増

訳 種別割 465 0 0 皆増 皆増

 鉱区税 4 4 4 0.0 0.0 

 核燃料税 1,240 1,240 1,240 0.0 0.0 

 狩猟税 39 42 39 △ 7.1 0.0 

333,489 338,667 336,263 △ 1.5 △ 0.8 

482,000 483,000 483,600 △ 0.2 △ 0.3 

 ※　「軽油引取税」については、旧法分を含む。

令和元年度　県税収入当初予算額の状況

  令和元年度の県税収入については、国の経済見通しや地方財政計画における都道府県税収入見込み、税制
改正の影響などを考慮しながら、最近までの課税実績及び収入状況を基礎として算定した。
　この結果、法人二税が海外経済の回復による輸出関連業種を中心とした企業収益の改善により増加するも
のの、個人県民税（所得割・均等割）が県費負担教職員制度の見直しに係る税源移譲により減少することな
どから、全体としては、前年度最終予算額対比99.7％の4,820億円を計上した。
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